
 

事 務 連 絡 

令和３年１２月２７日 

各建設業者団体の長 殿 

 

国土交通省不動産・建設経済局建設業課 

 

建設業法第七条第二号ハの国土交通大臣が認定する者 

への工事担任者の追加について 

 

建設業法施行規則の一部を改正する省令（令和３年国土交通省令第 81号）が本日公布及

び施行されましたので、下記の通りお知らせいたします。適切な運用にご協力をいただくよ

うお願いします。 

 

記 

 

電気通信工事業における主任技術者の要件を満たす者（建設業法（昭和 24 年法律第 100

号）第７条第２号ハの規定により同号イ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び技術又は技

能を有するものとして国土交通大臣が認定する者）として、電気通信事業法（昭和 59年法律

第 86号）の規定による「工事担任者資格者証の交付を受けた者（第一級アナログ通信及び第

一級デジタル通信の両方の工事担任者資格者証の交付を受けた者又は総合通信の工事担任者

資格者証の交付を受けた者に限る。）であって、その資格者証の交付を受けた後電気通信工事

に関し３年以上実務の経験を有する者」が追加されました。（建設業法施行規則（昭和 24 年

建設省令第 14 号）第７条の３第２号の改正）。当該規定は、令和３年４月１日以降に、工事

担任者試験（以下「試験」という。）に合格した者、養成課程（※１）を修了した者及び総務

大臣の認定（※２）を受けた者に限り、適用とすることとしております。 

工事担任者資格者証（以下「資格者証」という。）のうち、総合通信の資格者証は、①総

合通信又は第一級アナログ通信及び第一級デジタル通信の両方の試験に合格等した場合だけ

でなく、②第一級アナログ通信又は第一級デジタル通信の資格者証の交付を既に受けた者が

新たに第一級デジタル通信又は第一級アナログ通信の試験に合格等した場合、及び③第一級

アナログ通信及び第一級デジタル通信の両方の資格者証の交付を受けた後、総合通信の資格

者証の交付申請を行った場合にも交付を受けることが可能です。①の場合には、総合通信の

資格者証が令和３年４月１日以降に総合通信等の試験に合格等したことによって交付を受け

たものである必要があり、試験結果通知書や養成課程修了証明書等により確認が可能です。

②及び③の場合には、既に交付を受けた第一級アナログ通信又は第一級デジタル通信の資格

者証（③の場合は既に交付を受けた資格者証の両方）は、令和３年４月１日以降に試験に合

格等したことによって交付を受けたものである必要があり、これらの資格者証の交付日が令

和３年４月１日以降であることにより確認ができます。また、第一級アナログ通信及び第一



 

級デジタル通信の両方の資格者証の交付を受けており、総合通信の資格者証は未交付である

場合も③の場合と同様の方法で確認することができます。 

資格者証の交付後に必要となる実務経験については、直近に交付を受けた資格者証の交付

日以降の日から数える必要がありますが、例外として、第一級アナログ通信と第一級デジタ

ル通信の両方の資格者証の交付を受けた後、総合通信の資格者証の交付を受けた場合（上記

②の場合）は、総合通信の資格者証の交付日ではなく、第一級アナログ通信又は第一級デジ

タル通信の資格者証のうち、より直近に交付を受けた資格者証の交付日以降の日から数える

ことが可能です。 

 

なお、以上の確認の際に試験結果通知書や養成課程の修了証明書等の確認を求められる場

合があるため、資格者証の交付を受けた後もこれらの資料を保管することを推奨します。 

 

（※１）電気通信事業法第 72条第２項において準用する同法第 46条第３項第２号の養成課程 

（※２）電気通信事業法第 72条第２項において準用する同法第 46条第３項第３号の総務大臣

の認定 

以上 

 

 

 

<お問い合わせ先> 

国土交通省不動産・建設経済局建設業課 技術検定係 

   電話 ：03-5253-8111 

   担当 ：久原（内線 24-744） 
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す
る
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建
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昭
和
二
十
四
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建
設
省
令
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四
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）
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。
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、
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正
前
欄
に
掲
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付
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又
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掲
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又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
後
欄
に
掲
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又
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又
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掲
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又
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。





                                                         令和３年１２月２７日 

                                                         国 土 交 通 省 

不動産・建設経済局建設業課 

                                                        

 

建設業法施行規則の一部を改正する省令案に関する意見募集の結果について 

 

 

 国土交通省では、令和３年 11 月 26 日から令和３年 12 月９日まで、建設業法施行規則の

一部を改正する省令案に関する意見募集を行いましたところ、計３件の御意見をいただき

ました。寄せられたご意見の概要及びそれに対する考え方を別紙のとおりとりまとめまし

たので、公表いたします。 

 今後とも国土交通行政の推進に御協力いただきますよう、よろしくお願い申し上げま

す。 

  



（別紙） 

主なご意見及び国土交通省の考え方 

 

主なご意見（概要） 国土交通省の考え方 

○ 第１級アナログ通信及び第１級デジタル通信

の資格保有者又は総合通信の資格保有者につい

て、３年以上の実務経験で主任技術者になれる

とする改正には賛成である。 

ただし、「令和３年４月１日以降に、工事担

任者試験に合格した者、養成課程を修了した者

及び総務大臣の認定を受けた者に限る」とされ

ている点については、それ以前の資格者への救

済処置を検討いただきたい。例えば、工事の施

工管理に関する指定講習などを実施し、その受

講者については主任技術者の要件を満たす者と

して認めることなどが考えられる。 

また、かねてから電気通信工事の主任技術者

として認められてきた「電気通信主任技術者」

は試験合格後５年の実務経験が必要とされてい

るが、試験科目及び試験の難易度などを勘案

し、こちらの実務経験年数も同時に３年以下に

引き下げる等、当該要件にかかる公平性の確保

を図るよう求める。 

○ 今般の改正は、工事担任者規則の改正により、

工事担任者試験の試験科目に「施工管理」が位

置づけられたことから、建設業法に基づく主任

技術者としての資格要件に追加したものです。 

また、他法令に基づく国家資格を主任技術者

資格として位置づける際に必要となる実務経験

年数については、資格毎にその目的や内容等を

勘案して設定しております。 

頂いたご意見につきましては今後の参考にさ

せていただきます。 

※掲載しなかったご意見やご質問についても、今後の施策の推進に当たって、参考にさせて

頂きます。 


